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波高が 4.5 m，周期が 16.0 sであり，2003年の護岸改良当時の設計波 (波高：6.0 m，周期：12.6
s)よりも周期の長いうねり性波浪が被災原因の 1つであった．2008年にも同様に，設計波 (波高：
4.80 m，周期：12.0 s)に比べて波高は小さいものの，周期の長いうねり性波浪 (観測値で有義波




















































































































定近似式 (高山ら，1982)が採用される場合が多い．以下に，合田ら (1975)および高山ら (1982)
の越波流量の算定方法について概説する．
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表 – 2.1　 海岸堤防・護岸の許容越波流量に関する許容流量 (合田 (1970)をもとに作成)
越波流量 越波流量
種別 　　　被覆工その他 (台風時) (冬期風浪) 　　備考 提案者
(m3/m/s) (m3/m/s)
護岸 ・天端被覆工あり 0.2 - 台風 5313号， 合田 (1970)
・天端被覆工なし 0.05 - 5915号の事例
・三面コンクリート被覆 0.05 0.002∼0.01 台風 5313号， 合田 (1970)
・天端被覆工あり， 5915号の事例
海岸堤防 　裏法面被覆工なし 0.02 - 冬期風浪は日本 福田ら (1973)
・天端，裏法面ともに 海沿岸の事例
　被覆工なし 0.005以下 -
直立護岸 ・低天端消波護岸を含む 0.01以下 0.01 1991年～1993 鈴木ら (1994)
年の被災事例
ブロック ・消波工天端高が護岸 0.01 0.01以上 1991年～1993 鈴木ら (1994)
積護岸 　天端高の 0.5倍以上 年の被災事例
護岸舗装 ・インターロッキング 0.01 0.01 北海道 A漁港 遠藤ら (1995)
　舗装
自動車 ・停車，低速走行 0.01∼0.05 0.01∼0.05 観測地点不明 Allsop et al.(2005)
・平常走行，車両被害 1.1×10−5 1.1×10−5 臨港道路 木村ら (2003)
歩行者 ・越波に注意している人 1.0×10−4 1.0×10−4 Allsop et al.(2005)
・無警戒の者 3.0×10−5 3.0×10−5
マリーナ ・護岸から長さ 5∼10m 0.01 0.01 Allsop et al.(2005)
　の小型ボート沈没
・構造的被害 3.0×10−5 3.0×10−5
建築物 ・建具類への被害   Allsop et al.(2005)
・無被害 1.0×10−6 1.0×10−6
は越流係数に対応する定数 (A0=0.10)であり，p(x)は無次元波高 xの確率密度関数で，不規則波





























護岸の 2種類の護岸構造に対してそれぞれ，海底勾配が 1/30と 1/10，沖波波形勾配が 0.012や
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表 – 2.2　 背後地の利用状況からみた許容越波流量に関する概略値 (『港湾の施設の技術上の基
準・同解説』(2007)より抜粋)
利用者 堤防からの距離 越波流量 (m3/m/s)
歩行者 直背後 (50%安全度) 2.0×10−4
直背後 (90%安全度) 3.0×10−5
自動車 直背後 (50%安全度) 2.0×10−5
直背後 (90%安全度) 1.0×10−6
家屋 直背後 (50%安全度) 7.0×10−5
直背後 (90%安全度) 1.0×10−6












高山ら (1982) は，合田ら (1975) の越波流量算定図をもとに，直立護岸の設置位置における
Shoalingや Breaking，Post Breaking領域の波浪特性を考慮した越波流量推定近似式を提案して
いる．Post Breaking領域では，護岸設置位置が汀線上や汀線より陸側，汀線より沖側にある場
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(a) 直立護岸
(b) 消波護岸
図–2.2 合田ら (1975)の越波流量算定図の一例 (海底勾配：1/30，沖波波形勾配：0.012)
ここで，aおよび bは式 (2.5)および式 (2.6)に示すような相対天端高 hc/H0の関数で表される．













算定図の等越波流量線に沿い，汀線より陸側の地盤高 z に位置する護岸の天端高 h
′
c を，汀線上
(z=0)の護岸の天端高 hc0に換算し，それを式 (2.5)∼式 (2.6)に代入して求められる．
hc0 = h
′
c + αz (2.7)
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ここで，αは式 (2.8)で表される値である．















































: 0 ≥ (hc − η¯)
H0
< 0.5





ここで，a，bおよび γsは，式 (2.11)∼式 (2.13)で表される値であり，HSは護岸設置位置におけ
る通過波の有義波高である．
a = −1.38− 1.11 (hc − η¯)
H0
(2.11)



















= max (q2, q3) (2.14)
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ここで，q2および q3は式 (2.15)∼式 (2.18)で与えられる値である．
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: h/L0 < 0.2
(2.20)



























用高 η∗において 0，静水面の高さにおいて最大値 p1，海底面において p2，直立壁の底面において
p3となる直線的に変化する分布で表される．なお，ρwは水の密度，gは重力加速度，Lは有義波
の波長である．




(1 + cos β)
(








p3 = α3p1 (2.27)
ここで，βは直立壁の壁面に対する垂線と波の主波向とのなす角度であり，λ1およびλ2はそれぞれ
防波堤の構造形式に関わる補正係数で，混成防波堤の場合では λ1=λ2=1.0である．α1，α2および
α3は式 (2.28)∼式 (2.30)で与えられる定数であり，α1および α3の算出に必要な 1/cosh (2πh/L)
の値はそれぞれ，図-2.4(a)および図-2.4(b)から算定される．


































(1 + cos β)α1α3λ3ρwgHD (2.31)
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(a) 波圧係数 α1 の算定図
(b) 波圧係数 α3の算出に必要な 1/cosh (2πh/L)の算定図
















∗ = max (α2, αI) (2.32)
衝撃砕波力係数 αI は，式 (2.33)に示すような波高水深比に関わるパラメータ αI,0とマウンド形状
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に関わるパラメータ αI,1の積で表さ，これらのパラメータ αI,0および αI,1はそれぞれ，式 (2.34)
および式 (2.35)で与えられる．
αI = αI,0 × αI,1 (2.33)
αI,0 = min {HD/d, 2.0} (2.34)
αI,1 =
{
cos δ2/ cosh δ1 : δ2 ≤ 0
1/
[
cosh δ1 × cosh0.5 δ2
]




20δ11 : δ11 ≤ 0




4.9δ22 : δ22 ≤ 0



























は，式 (2.38)および式 (2.39) をそのまま使用すると，結果として衝撃砕波力係数が過大に評価
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時の設計波 (波高：6.0 m，周期：12.6 s)よりも周期の長い，周期 16.0 sのうねり性波浪が観測され





る 11.0sを上回るものであった．さらに，2008年 2月 24日には，日本海を横断した低気圧により
設計波 (波高：4.80 m，周期：12.0 s)に比べて波高は小さいものの，周期の長いうねり性波浪 (観















































η = η (x, y, t) =
∞∑
n=1




(1) 周波数 fnが 0から無限大までの間に十分密に分布しており，微小間隔 df をどこにとっても
その中に無限個の fnが含まれる．
(2) 方向角 θnが-πから πまでの間に十分密に分布しており，微小角 dθをどこにとってもその
中に無限個の θnが含まれる．
(3) 位相角 nが 0と 2πの間に一様な確率でランダムに分布している．
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波数と周波数の間には線形近似の範囲において式 (3.3)に示すような分散関係が保持される．ただ
し，σは角周波数，hは水深である．
σ2 = 4π2f2 = gk tanh kh (3.3)
また，風浪の不規則波形は，統計理論における中心極限定理を用いると，正規確率過程 (Gauss
過程)であることが示される．Gauss過程は，確率過程において波形 ηがある時刻において ηと
η+dηの間にある確率分布 p(η)が以下の式 (3.4)に示すような正規分布 (Gaussian分布)で与えら
れるものをいう．

























]− E [η]2 = η2rms (3.6)
風浪の波高分布は，式 (3.7)に示すような不規則波の包絡波形の振幅 Rの確率密度関数である
Rayleigh分布として近似できる．






































逆数であるピーク周期 Tp と有義波周期 T1/3 の間に Tp 1.05T1/3 の関係があるという観測デー
タに基づくものである．その後の観測資料からピーク周期と有義波周期の関係を Tp 1.1T1/3 に
修正し，風浪のスペクトルの標準形として式 (3.10) を提案している (合田，1987)．これは修正
Bretschneider・光易型スペクトルと呼ばれている．




















× γexp[−(Tpf−1)2/2σ2J ] (3.11)
ここに，
BJ  0.0624
0.230 + 0.0336γ − 0.185 (1.9 + γ)−1 [1.094 − 0.01915 log γ] (3.12)
Tp  T1/3/
[





0.07 : f > fp
0.09 : f ≥ fp
(3.14)















に久里浜湾口に位置するアシカ島 (設置水深：21.7 m)および久里浜湾沖約 70 kmに位置する波浮
港 (設置水深：48.7 m)で観測された波高および周期の時間変化や周波数スペクトルを示す．図中























図-3.1(a)より，台風 2号の通過後，暴うねりが来襲した久里浜湾では，5月 21日 12時を境に
周期帯 10.7 s∼14.2 sの波浪と周期帯 16.0 s∼25.6 sの波浪の波高が急増している．これは，沖合
の波浮港で観測された方向スペクトルの時間変化から，一方向性の強い暴うねりの波向が台風の
進行とともに徐々に偏向し，久里浜湾が開いている真南となったためである．図-3.1(b)より，波
浮港におけるピーク波高出現時刻は 21日 16時であったが，周期 16.1 sの暴うねりの伝播速度を
3.2. 風浪と暴うねりの関係 27




ク時の 21日 14時に観測された波形より有義波高は 2.21 m，有義波周期は 16.1 sであり，スペク
トル形状パラメータ κは 0.83であった (図-3.2(a))．これは，JONSWAP型スペクトルの γ値に
換算すると，γ=25.7である．なお，アシカ島では波向が観測されていないため，波の方向集中度
は不明である．一方，波浮港では 21日 13時に観測された波形より，有義波高 3.52 m，有義波周
期 15.0 s，平均波向 177度 (S)の波浪が観測され，スペクトル形状パラメータ κは 0.59と推定さ








































長さ 35 m，幅 0.6 m，深さ 1.3 mの片面ガラス張りの断面水路内に風浪や暴うねりを想定した不
規則波浪を造波した．模型縮尺は 1/40とし，以下では，特に断らない限り，現地量で表記する．
実験に用いた不規則波浪は，入射波周期 T が 8.0 s，14.0 s，17.0 sの JONSWAP型スペクトルを
有する不規則波とし，風浪を想定した 8.0 sではスペクトル尖鋭度 γを 1.0，暴うねりを想定した
14.0 sおよび 17.0 sでは，それぞれ 1.0および 10.0の 2種類を設定した．入射波高は，直立壁や
斜面地形の模型がない状態で，直立壁の設置位置における進行波の有義波高 Hinが 4.0 mとなる
ように調節した．また，波の不規則性を確保するため，それぞれの入射波に対して初期乱数を変
えて異なる 3種類の波群特性を有するものを設定した．造波水深 hoff は 20.0 mと 18.0 mの 2種
類とし，護岸天端高 hcおよび護岸前面水深 htoeはそれぞれ，造波水深に対応づけて 6.0 mと 8.0








計測時間 tは，計測される波の数 Nwaveが各ケースの平均周期に対して 250波以上となるよう







表 – 3.1　 実験ケース表 (直立護岸の場合)





17.0 10.0 3.83 0.008
17.0 1.0 3.83 0.008
20.0 8.0 6.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013
14.0 1.0 4.08 0.013
8.0 1.0 4.36 0.044
17.0 10.0 3.83 0.008
17.0 1.0 3.83 0.008
18.0 6.0 8.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013
14.0 1.0 4.08 0.013
8.0 1.0 4.36 0.044
表 – 3.2　 計測条件表
T (s) T¯ (s) dt (s) Ndata t (s) Nwave
8.0 6.7 0.253 8192 2072.6 311
14.0 11.7 0.379 8192 3104.8 266









































位変動に対し，来襲波の包絡波形 AE と水位の長周期変動波形 ηLの相互相関関係について整理し
た．List(1991)と同様の手法により来襲波の包絡波形を算出し，Janssenら (2003)と同様に，式
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0.3 0.35 0.4 0.45 0.5
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次元化したクレスト振幅の超過確率分布 P (A/Abar)を示す． 図中に合わせて示した Rayleigh分
布による超過確率分布と比較すると，実験値は Rayleigh分布よりも大きなクレスト振幅の出現す
3.3. 暴うねりの護岸越波特性 35






















































ここで，係数 Aおよび Bはそれぞれ，0.0≤ h/Htoe ≤4.0に対して式 (3.19)および式 (3.20)で与
えられる．
A = 3.4 tanh
[




+ 1.242 − 2.032 tan0.25 θ
)]
(3.19)
B = 2.3 tanh
[































上段から順に，直立護岸前面波高 H1/3，前面水位変動 η，前面水位の長周期変動 ζ，短時間越波
3.3. 暴うねりの護岸越波特性 39
(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0
(c) T=14.0 s，γ=10.0 (d) T=14.0 s，γ=1.0
(e) T=8.0 s，γ=1.0
図–3.14 直立護岸前面の水位と短時間越波量の時間変化 (護岸天端高が低い場合：hc=6.0 m)
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(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0
(c) T=14.0 s，γ=10.0 (d) T=14.0 s，γ=1.0
(e) T=8.0 s，γ=1.0
図–3.15 直立護岸前面の水位と短時間越波量の時間変化 (護岸天端高が高い場合：hc=8.0 m)
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設置されていた図-3.17に示すような長さ 15.0 m，高さ 1.1 mの防潮扉は，暴うねりの来襲初期

















が 13.9 s，波向が N18.5E度となる一方向不規則波浪 (方向集中度パラメータ：Smax=999)とし
た．周波数スペクトルは，スペクトル尖鋭度 γ が 4.0の JONSWAP型スペクトルとした．沖側
の造波水深 hoff は，下新川海岸近傍に位置する伏木富山港で被災当時に観測された潮位である
D.L.+0.21 mを考慮して 90.21 mとした．
計測時間は，十分多くの波の数の水位の長周期変動が計測可能となるように，短周期波の計測
波数が各ケースの平均周期に対して 1000波以上となるように設定し，それに対応してサンプリン
グ時間間隔は 25 Hzとした．データ解析では，まず計測された水位変動の時系列データに FFT法
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播してきた波浪は，海底岬上 (y=-0.3 km∼0.0 km)で屈折および浅水変形の影響を受けて局所的
に集中し，入射波高 5.97 mよりも大きい 7.0 mを超える波高が発生している．また，y=-0.7 km
付近の護岸から沖合 0.4 km程度はなれた位置 (x=1.4 km)に形成されている小規模な海底岬にお














































































































































































ある 1.1 m低下していたため，護岸越波流量が最大となっている．さらに，急勾配斜面側 (y=-0.8














y=-0.9 km∼-0.6 kmにおいても，y=-0.5 km∼-0.2 kmに比べて水深が比較的深いために水位の長
周期変動の振幅が小さくなっているが，両者の位相関係はおおむね逆位相な関係となっている．一

































































































(b) y=-0.5 km∼-0.2 km
図–3.23 潜堤・離岸堤群前面の Line-06における水位の長周期変動の時系列変化 (実線：水位の
長周期変動波形，破線：波群の包絡波形)
両者の波形は非常によく一致している．しかしながら，y=-0.8 km∼-0.4 kmにおいて，両者の波
形のピークをとる時間帯にずれが生じている．また，Line-06および Line-07の y=-0.8 km∼-0.4
kmにおいて，波群の包絡波形の位相が各地点間で互いによく一致している．
図-3.25は，沖から汀線までの x軸に沿った各測線上の水位の長周期変動波形と包絡波形の相
関係数の空間変化を表したものである．図の横軸は両者の位相差 τ を，濃淡は式 (3.17)で表され
る相関係数Rを表し，図-3.25(b)∼(f)の横線 (点線)は潜堤・離岸堤群が設置されている位置を表
している．この図より，海底岬上の y=0.2 kmおよび y=0.4 kmの測線上では，τ=0.0 sにおいて
岸沖方向に負の相関が得られ，両波形は逆位相な関係を形成していることがわかる．一方，y=0.0








る．まず，緩勾配斜面側の y=-0.3 km∼-0.2 kmについて，潜堤・離岸堤群よりも沖側では，水位
の長周期変動は包絡波形に対して逆位相な関係をもち，波群に拘束された長周期変動が卓越する．
































































































(b) y=-0.5 km∼=-0.2 km














縦の点線は周期 30 sを表すラインである．まず，y=-0.3 km付近では，水位の長周期変動スペク
トルが小さく，沿岸方向流速の長周期変動スペクトルが卓越している．したがって，この水域で
は，この地点を節とした沿岸方向の長周期変動が生じていることが推測される．なお，この波群
の 2次の非線形干渉によって発生する長周期波の周期は 30 s∼1000 s程度であるが，図-3.26(b)









































































































































































































































































周期は，長辺方向に約 850 s，短辺方向に約 360 sであり，計測された長周期変動の周期と異なる．






5月 21日 14時の潮位は久里浜湾近傍の横須賀港における H.W.L(D.L.+2.0 m)よりも 0.4 m程
度低いD.L.+1.63 mであり，護岸越波災害は発生しなかった．横須賀港の H.H.W.L.は海難事故


























(αηf − hc)3/2 , for ηf > hc (3.23)













































− 2.76x + 5.85
−1.60x + 3.72 : x < 1.67
1.23
−1.60x + 3.72 : 1.67 ≤ x < 1.77




















水位変動 ηと浸水位の関係は，静水面からの排水孔高さ hdrainを用いて式 (3.27)および式 (3.28)
で表される．
h0 = η0 + hdrain (3.27)
h1 = η1 + hdrain (3.28)
排水孔から排水される流量 qdrainは式 (3.26)より式 (3.29)で表される．
qdrain = v0A = A
√
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図–3.30 護岸天端高とフラップゲート付き排水孔の設置位置 (数値：設置番号)
(a) フラップゲート付き排水孔 (b) 護岸背後の排水溝
図–3.31 久里浜港護岸の整備状況








来襲時に，久里浜湾口に位置するアシカ島波浪観測所で観測された周期 16.5 s，波高 2.24 m，波
向 Sの波浪を用いて当時の沖波諸元を推定した．推定された沖波諸元は，有義波周期 16.5 s，有










































































(b) 長周期波 (周期 30 s以上)
図–3.33 各地点で算定された水位変動の時間変化



















ル尖鋭度が大きく，顕著な波群 (高波の連なり)を有しながら水深 150 mの沖合から湾内へ伝播す
る (沖合→湾口部)．その後，浅瀬側に伝播するにつれて 2次の非線形干渉が発達し，基本周波数





ず，造波開始 600 s後に，暴うねりの来襲とともに区間 Cと区間Dの隅角部における局所的な波
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高集中により越波が発生し，護岸背後への浸水が始まる (図-3.35(a))．その後，近接する護岸か


























ている．なお，断面 1∼断面 3はそれぞれ，地点 9∼地点 10，地点 11∼地点 12，地点 13∼地点
14に相当する．これらの図より，区間Cと区間Dの隅角部に最も近い地点 9および地点 10では，




















点 10においては 2方向から，地点 12∼地点 16においては 1方向から越波するように設定してお
り，図中では地点 9および地点 10の越波流量は 2方向分を，水位変動は 1方向分のみを示したた
め，これらの地点における水位変動の護岸天端超過状況の違いの割に越波流量に大きな差異がみ
られている．
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表 – 3.3　 実験ケース表 (消波護岸および透過離岸堤を有する直立護岸の場合)





(m) (m) (m) (m) (s) (m) 計測の有無 計測の有無
17.0 10.0 3.83 0.008 ◯ ◯
17.0 1.0 3.83 0.008 ◯ ◯
20.0 8.0 6.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013 ◯ ◯
14.0 1.0 4.08 0.013 ◯ ◯
消波護岸 8.0 1.0 4.36 0.044 ◯ ×
17.0 10.0 3.83 0.008 × ×
17.0 1.0 3.83 0.008 ◯ ×
18.0 6.0 8.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013 × ×
14.0 1.0 4.08 0.013 ◯ ×
8.0 1.0 4.36 0.044 × ×
17.0 10.0 3.83 0.008 ◯ ◯
17.0 1.0 3.83 0.008 ◯ ◯
20.0 8.0 6.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013 ◯ ◯
14.0 1.0 4.08 0.013 ◯ ◯
透過離岸堤を 8.0 1.0 4.36 0.044 ◯ ×
有する直立護岸 17.0 10.0 3.83 0.008 ○ ×
17.0 1.0 3.83 0.008 ◯ ×
18.0 6.0 8.0 4.0 14.0 10.0 4.08 0.013 ○ ×
14.0 1.0 4.08 0.013 ◯ ×
8.0 1.0 4.36 0.044 ○ ×
離岸堤を直立護岸より少し沖合に配置した直立護岸 (以下では，透過離岸堤を有する直立護岸と
表記する)を設定し，その効果について検討を行った．消波護岸の形状は，消波工天端幅を天端に
並ぶ消波ブロックが 2個に相当する 4.6 mとし，法面勾配が 3:4となるように設定した．透過離
岸堤を有する直立護岸の形状は，透過離岸堤の安定性を確保するため，消波工天端幅を天端に並










(a) 越波抑制案 (1)：突堤 (b) 越波抑制案 (2)：沖潜堤
図–3.40 暴うねりに対する各減災対策工の配置図
(a) 越波抑制案 (1)：突堤 (b) 越波抑制案 (2)：沖潜堤
図–3.41 暴うねりに対する各減災対策工の設置状況
ることがわかった．そこで，図-3.40(a)および図-3.41(a)に示すような地形急変部 (y=-0.3 km)







形と急勾配地形上の水深 20 m地点にそれぞれ長さ 117 m，幅 45 m，高さD.L.-5.0 mの潜堤 (越
波抑制案 (2))を設置し，護岸前面の潜堤・離岸堤群に入射する短周期波高を低減させた場合の波
高分布や護岸越波量を計測した．なお，これらの減災対策構造物はいずれも不透過構造とした．

























































(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0
(c) T=14.0 s，γ=10.0 (d) T=14.0 s，γ=1.0
(e) T=8.0 s，γ=1.0
図–3.45 消波護岸前面の水位と短時間越波量の時間変化 (護岸天端高が低い場合：hc=6.0 m)
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(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0
(c) T=14.0 s，γ=10.0 (d) T=14.0 s，γ=1.0
(e) T=8.0 s，γ=1.0















sのケースでは 1割未満，周期 14.0 sのケースでは 3割程度，周期 17.0 sのケースでは 4割程度に
低減する．また，透過離岸堤を有する直立護岸に対する越波流量は，直立護岸に比べて周期 8.0 s
のケースでは 1割未満，周期 14.0 sのケースでは 1割程度，周期 17.0 sのケースでは 2割程度に
低減する．このように，周期が長いほど対策工による越波低減効果は減少するが，スペクトル尖
鋭度が大きい場合にも同等以上の効果を発揮していることがわかる．また，透過離岸堤を有する
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(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0





(a) T=17.0 s，γ=10.0 (b) T=17.0 s，γ=1.0
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きない．一方，図-3.51(b)より，まず Line-07では，突堤の遮蔽域となる y=-0.3 km付近では，
短周期波高や長周期波高，平均水位上昇量が減少するとともに，護岸越波流量が低減する．一方，
突堤からの反射域となる y=-0.2 km付近では，護岸越波流量の増大がみられる．ついで，これよ
り西側 (y軸の負の方向)の急勾配地形側では y=-0.7 km付近まで，長周期波高では 0.3 m∼1.0 m


























)   b)













































































沖潜堤により，潜堤・離岸堤群より岸側の Line-07のうち，y=-0.7 km∼-0.5 km付近では，短周
期波高および長周期波高にほとんど変化は見られないが，平均水位上昇量が 0.1 m程度低減する．





























































































































































































































































































































































































































1980年の千葉県野島崎沖における貨物船尾道丸の波高 20 mを超える一発大波の遭遇や 1993年






































































k1 + k2 − k3 − k4
)
×δ (ω1 + ω2 − ω3 − ω4) {N3N4 (N1 +N2)−N1N2 (N3 +N4)} (4.1)
の Snlを用いて非線形干渉によるスペクトルの変形が計算される．ここで，kは波数ベクトル，ω
は角振動数，N は波アクション密度，T1234はKrasitskii(1994)による 4次干渉についての非線形
核関数である．T1234 の効果である 3次の非線形干渉により kurtosisが変化することが報告され
ている (Mori・Yasuda，2001)．Hasselmann方程式の導出過程では，非線形エネルギー輸送関数
G(Δω,t)




= Rr (Δω, t) + iRi (Δω, t) (4.2)
の内，虚数項は遠方場を仮定して Ri → πδ(t)と漸近近似される．しかしながら，Janssen(2003)
は，4波共鳴相互作用条件を満足するまで (Ri → πδ(Δt))の時間スケールが O(1/4)と非常に長
いため，kurtosisのような水面変位の高次モーメントについては共鳴条件を満たさない準共鳴 (式
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(4.3)および式 (4.4))の状態が重要であると指摘している．連続スペクトルをもつ波列で生じる 4
波準共鳴相互作用の条件は，波数 kと角振動数 ωを用いて以下のように表される．



















よび k4が式 (4.3)および式 (4.4)の共鳴条件を満たす 1対の側帯波に位置する場合に相当する．
ついで，水面変位 ηの包絡波形と位相を考え，水面変位の補助関数として ηを Hilbert変換し
た変数 ζ を考える．線形波では両者は無相関であり，〈ηζ〉=0となる．ηの平均値を 0，2次モー
メントを μ2=〈η2〉=m0とおくと，ηについての 4次のキュムラント κ40 は式 (4.5) で与えられる
(Janssen，2003)．












ここで，κ30および κ40は，ηrmsで無次元化した水面変位の 3次および 4次のキュムラント，Δω =
ω1+ω2−ω3−ω4，aは定数，K1,2,3,1,2,3は 2次の非線形核関数から導かれる項，Rr=(1-cos(Δωt))
/Δωは非線形エネルギー輸送関数で，r → ∞の場合に Rr → P/Δωと近似される (P は式 (4.5)



























































































Z(t) = η(t) + iζ(t) = A(t)eiφ(t) (4.12)
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ここで，Aおよび φは包絡波形の振幅と位相を表す．水面変位の確率密度関数が中心極限定理より





























ここで，Hnは n次の Hermite多項式であり，すべての変数は水面変位の分散 σ=
√
m0で無次元




























数では skewness無視の仮定は問題が大きくなる．しかし，波高H を振幅の 2倍 (H=2A)と定義
する場合，skewnessの影響は波峯と波谷で相殺されて影響が少なくなる．式 (4.14)より，波高に















[1 + κ40BH(H)] (4.17)
































8 [1 + κ40BH(Hmax)]
⎫⎪⎪⎬
⎪⎪⎭ (4.20)

































位置に法先をもつ 1/30勾配の不透過な一様勾配斜面部と水深が 0.2 mに固定された一様水深部
から形成されている．2勾配斜面地形は，ステップ地形と同様な 1/30勾配の不透過な一様勾配斜
面部と 1/10勾配の不透過な一様勾配斜面部から形成されている．なお，2つの異なる斜面部の接
続地点の水深は 0.2 mである．上記の 5つの異なる実験結果は，無次元化して比較を行う．

















(a) 一様水深地形 (造波水深：0.80 m)
35.0mwave paddle
w1 w2 w3 w4 w5 w6 w7 w8 w9 w10 w11 w12w13 w14w15 w1 w1 w1 w1 w20
1.56m 19x1.17m
wave absorber0.32m
(b) 一様水深地形 (造波水深：0.32 m)
35.0m
wave paddle0.8m wave absorber





(c) 一様勾配斜面地形 (造波水深：0.80 m)
35.0m





w1w2 w3 w4 w5 w6 w7 w8 w9w10 w11 - w19




(d) ステップ地形 (造波水深：0.50 m)
35.0m











(e) 2勾配斜面地形 (造波水深：0.50 m)
図–4.1 海底地形断面 (w：波高計)
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表 – 4.1　 入射波諸元
case Hi (cm) hi (m) kph Hi/Lp γi 地形断面
1 6.24 0.80 3.235 0.04 1.0 一様水深地形 (深)
2 6.24 0.80 3.235 0.04 3.3 一様水深地形 (深)
3 6.24 0.80 3.235 0.04 10.0 一様水深地形 (深)
4 3.12 0.80 3.235 0.02 10.0 一様水深地形 (深)
5 4.68 0.80 3.235 0.03 10.0 一様水深地形 (深)
6 6.24 0.32 1.294 0.04 10.0 一様水深地形 (浅)
7 6.24 0.80 3.235 0.04 1.0 一様勾配斜面地形
8 6.24 0.80 3.235 0.04 3.3 一様勾配斜面地形
9 6.24 0.80 3.235 0.04 10.0 一様勾配斜面地形
10 3.12 0.80 3.235 0.02 10.0 一様勾配斜面地形
11 4.68 0.80 3.235 0.03 10.0 一様勾配斜面地形
12 6.24 0.50 2.022 0.04 10.0 ステップ地形




















































γi=1.0  , Hi/Lp=0.04









計測データから算出された skewnessと kurtosisの空間変化を示す．横軸は深海域の波長 Lpで無
次元化した造波板からの距離 x/Lpを，縦軸はそれぞれ水面変位の 3次および 4次モーメントであ
る μ3および μ4を表している．図中の記号は深海域を対象とした case 1∼5の実験結果を表し，一
点破線はGaussian分布による値 (μ3=0.0，μ4=3.0)を表している．なお，実験結果は 1波列の波
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Mori and Kobayashi (1998)
Ochi and Wang (1984)
図–4.3 深海域における skewnessと kurtosisの関係
ここで，は波形勾配，m0は水面変位の分散である．式 (4.24)により推定された各波形勾配に対




特に，スペクトル尖鋭度が大きく，波形勾配が大きい case 3 (γi=10.0，Hi/Lp=0.04)では，他の
ケースに比べて伝播距離に対する kurtosisの増大率が大きい (μ4=3.0→3.4)．深海域における 2次











式 (4.25)により推定された各波形勾配に対する kurtosis μ(2)4 は 3.02∼3.04であるが，実験で得ら
れた深海域における kurtosisは，2次の非線形干渉の範囲を超えて空間発達する．図-4.3に深海
域における skewnessと kurtosisの関係について整理したものを示す．図中の実線および破線は，
浅水変形に伴う 2次の非線形干渉が支配的な skewnessと kurtosisの関係性を表しており，詳細
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γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.13)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.02)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.00)
Rayleigh
(a) x/Lp=1.00















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.18)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.20)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.20)
Rayleigh
(b) x/Lp=5.50















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.11)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.19)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.30)
Rayleigh
(c) x/Lp=9.25















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.14)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.26)
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大きいほど顕著であり，特に γ=10.0の case 3では造波後，5波長程度伝播した海域 (x/Lp=5.50)
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γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.13)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.02)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.00)
Rayleigh
(a) x/Lp=1.00
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.18)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.20)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.20)
Rayleigh
(b) x/Lp=5.50
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.11)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.19)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.30)
Rayleigh
(c) x/Lp=9.25
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.14)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.26)
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が大きいほど顕著であり，γ=10.0の case 3では造波直後 (x/Lp=1.00)に比べてHmax/ηrms=8.0
における p(Hmax/ηrms)がおよそ 0.1から 0.2に増大し，最高波高の出現確率がおよそ 2倍にな
る．Hmax/ηrms＞ 8.0となる波の出現確率はこれより右側の面積で表されるため，両者の差は大
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γi=1.0  , Hi/Lp=0.04
γ=3.3  , Hi/Lp=0.04
γi=10.0, Hi/Lp=0.04
(a) スペクトル尖鋭度















































γi=1.0  , Hi/Lp=0.04
γ=3.3  , Hi/Lp=0.04
γi=10.0, Hi/Lp=0.04
Mori and Janssen (2006)
(a) スペクトル尖鋭度


































線は，式 (4.20)で表される 4波準共鳴相互作用を考慮した非線形理論 (Mori・Janssen，2006)に
基づく kurtosisと最高波高の期待値の関係であり，Rayleigh分布はMori・Janssen(2006)による
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図-4.10に同一の波浪条件 (γi=10.0，Hi/Lp=0.04)である case 3や case 6，case 9に対する
skewnessと kurtosisの空間変化を示す．図-4.10(b)の縦破線は kph=1.363に相当するラインであ
り，これよりも x/Lpが小さくなると kphが大きく水深が深くなり，x/Lpが大きくなると kphが
小さく水深が浅くなることを意味する．なお，図中の○印は，比較対象としてプロットした深海域












Deep water flat bottom: case3 (k
p
h>1.363)
































Deep water flat bottom: case3 (k
p
h>1.363)
Intermediate depth: case9 (k
p
h>1.363)




(b) 一様水深地形 (case 3)と一様勾配斜面地形 (case 9)
図–4.10 3つの異なる海域における skewnessと kurtosisの空間変化 (γi=10.0，Hi/Lp=0.04) (色
あり記号：kph＜ 1.363，色なし記号：kph＞ 1.363)
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降では，これらのデータを除いて考察を行う．図-4.10(a)より，浅海域の一様水深海域を想定し
た case 6では，skewnessは空間変化を伴わず一定であり (〈μ3〉sm=0.19)，深海域における空間分







り，深海域から汀線までの遷移海域を対象とした case 9では，skewnessおよび kurtosisの振る舞
いが一様勾配斜面の中腹 (x/Lp=6.90)に相当する kph=1.363となる海域を境に大きく変化する．
kph＞ 1.363 (x/Lp＜ 6.90)となる海域では，skewnessは伝播距離に依存せずに一定で，kurtosis
は波の伝播とともに増大し，深海域におけるこれらの非線形指標の発達過程と合致する．しかし
ながら，kph＜ 1.363 (x/Lp＞ 6.90)となる海域では，skewness は 0.2から 1.0まで，kurtosisは
3.2から 4.0まで急激に増大する．なお，x/Lp=10.79における kurtosisの減少は，安田ら (1994)
で確認されるように砕波の影響によるものと考えられる．これらの詳細については後述するが，
このような kph＜ 1.363となる海域における kurtosisの急激な増大は，浅水効果を伴う 2次の非
線形干渉の影響を受けた skewness変化に依存するものである．
深海域と浅海域における一方向不規則波列の非線形干渉の発達過程をより詳細に検討するため，
図-4.11に上記で取り上げた 3つの異なる海域における skewnessと kurtosisの関係を示す．色な
し記号および色あり記号はそれぞれ，kph＞ 1.363および kph＜ 1.363となる海域におけるデー
タである．実線は 2次近似 Stokes波のアンサンブル集合に対して水深の影響を考慮した場合に

















starting point for case3
starting point for case6





Deep water flat bottom: case3 (k
p
h>1.363)
Shallow water flat bottom: case6 (k
p
h<1.363)
Intermediate depth: case9 (k
p
h>1.363)
Intermediate depth: case9 (k
p
h<1.363)
Mori and Kobayashi (1998)
Ochi and Wang (1984)






































γi=1.0  , Hi/Lp=0.04 (kph>1.363)
γi=3.3  , Hi/Lp=0.04 (kph>1.363)
γi=10.0, Hi/Lp=0.04 (kph>1.363)
γi=1.0  , Hi/Lp=0.04 (kph<1.363)

































図–4.12 深海域から汀線までの skewnessと kurtosisの空間変化
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γi=1.0  , Hi/Lp=0.04 (kph>1.363)




γi=1.0  , Hi/Lp=0.04 (kph<1.363)




Mori and Kobayashi (1998)
Ochi and Wang (1984)
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γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.15)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.05)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.01)
Rayleigh
(a) kph=3.235 (x/Lp=1.00)















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.09)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.13)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.17)
Rayleigh
(b) kph=1.579 (x/Lp=6.25)















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.15)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.18)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.32)
Rayleigh
(c) kph=0.869 (x/Lp=8.50)















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.39)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.45)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.60)
Rayleigh
(d) kph=0.633 (x/Lp=9.25)















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.81)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.88)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=4.05)
Rayleigh
(e) kph=0.396 (x/Lp=10.00)















γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.83)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.85)
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γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.15)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.05)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.01)
Rayleigh
(a) kph=3.235 (x/Lp=1.00)
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.09)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.13)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.17)
Rayleigh
(b) kph=1.579 (x/Lp=6.25)
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.15)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.18)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.32)
Rayleigh
(c) kph=0.869 (x/Lp=8.50)
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.39)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.45)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.60)
Rayleigh
(d) kph=0.633 (x/Lp=9.25)
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.81)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.88)
γi=10.0 , Hi/Lp=0.04 (μ4=4.05)
Rayleigh
(e) kph=0.396 (x/Lp=10.00)
























γi=1.0   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.83)
γi=3.3   , Hi/Lp=0.04 (μ4=3.85)
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=0.04 (in the surf zone)
γ
i











=0.04 (in the surf zone)
(a) スペクトル尖鋭度































































































=0.04 (in the surf zone)
(b) 波形勾配
図–4.18 深海域から汀線までの skewnessと最高波高の期待値の関係

















































































=0.04 (in the surf zone)
γ
i











=0.04 (in the surf zone)
Mori and Janssen (2006)
(a) スペクトル尖鋭度































































































=0.04 (in the surf zone)
























Step bottom: case12 (kph>1.363)
Step bottom: case12 (kph<1.363)
Step bottom: case12 (on the step)
Slope bottom: case13 (kph>1.363)
Slope bottom: case13 (kph<1.363)
Gaussian














図–4.20 任意な海底地形における skewnessと kurtosisの空間変化
に独立して変化する．一方，kphが 1.363を下回ると，最高波高の期待値は浅水効果を伴う 2次の











図-4.20に 2つの任意な海底地形における skewnessと kurtosisの空間変化を示す．図中の黒
○はステップ地形，赤□は 2 勾配斜面地形に対するデータである．この図より，造波機の前面
から水深が 0.2 mであるステップ地形の斜面法肩部や 2勾配斜面地形の斜面勾配変化部までの
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starting point for case12





Step bottom: case12 (k
p
h>1.363)
Step bottom: case12 (k
p
h<1.363)
Step bottom: case12 (on the step)
Slope bottom: case13 (k
p
h>1.363)
Slope bottom: case13 (k
p
h<1.363)
Mori and Kobayashi (1998)
Ochi and Wang (1984)
図–4.21 任意な海底地形における skewnessと kurtosisの関係
海域 (x/Lp=1.27∼13.46)では，skewnessおよび kurtosisは図-4.2や図-4.12に示したようにな
kph=1.363を転移点とした 2つの海域における発達過程と同様な振る舞いをしていることがわか
る．kph＞ 1.363 (x/Lp＜ 10.76)の領域で得られた skewnessには，Longuet-Higgins(1963)によ
る Stokes展開の 2次近似理論で表現される波形勾配への依存が確認され，4波準共鳴相互作用に
よる kurtosisの増大が確認される．一方，kphが 1.363を下回る海域 (x/Lp＞ 10.76)では，海底
地形の影響を受けた浅水効果により skewnessが急激に増大するするとともに，kurtosisが増大す
る．また，ステップ地形の水深 0.2 mの一様水深海域 (x/Lp ≥13.78)では，浅水効果により急増




図-4.21に 2つの任意な海底地形における skewnessと kurtosisの関係を示す．図中の黒○およ
び赤□はステップ地形および 2勾配斜面地形に対するデータであり，色なし記号および色あり記
号はそれぞれ，kph＞ 1.363および kph＜ 1.363となる海域におけるデータである．また，水色で
塗られた記号はステップ地形の水深 0.2 mの一様水深海域におけるデータに相当する．この図よ
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り，kurtosisの発達には，2次および 3次の非線形干渉の影響が混在するとともに，kph＞ 1.363
となる海域のおける 3次の非線形干渉の効果が kph＜ 1.363となる海域に残ることがわかる．kph
＞ 1.363となる深い海域では，4波準共鳴相互作用下における 3次の非線形干渉が kurtosisを増加
させ，そのときの skewnessは一定を保持する．その後，kph＜ 1.363となる浅い海域に波が伝播





し，造波直後 (x/Lp=1.27)における kph=2.022では μ4＜ 3.0であり，Rayleigh分布が実験結果
を過大に評価している (図-4.22(a))．その後，4波準共鳴相互作用下における 3次の非線形干渉
により kurtosisが増大し，高波高の波の出現する確率が増大する (図-4.22(b)および図-4.22(c))．

































Step bottom: case12   (μ4=2.89)
Slope bottom: case13 (μ4=2.89)
Rayleigh
(a) kph=2.022 (x/Lp=1.27)















Step bottom: case12   (μ4=3.12)
Slope bottom: case13 (μ4=3.10)
Rayleigh
(b) kph=2.022 (x/Lp=7.69)















Step bottom: case12   (μ4=3.11)
Slope bottom: case13 (μ4=3.19)
Rayleigh
(c) kph=1.618 (x/Lp=9.62)















Step bottom: case12   (μ4=3.21)
Slope bottom: case13 (μ4=3.20)
Rayleigh
(d) kph=1.334 (x/Lp=10.90)















Step bottom: case12   (μ4=3.26)
Slope bottom: case13 (μ4=3.24)
Rayleigh
(e) kph=1.092 (x/Lp=12.18)















Step bottom: case12   (μ4=3.40)
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Step bottom: case12   (μ4=2.89)
Slope bottom: case13 (μ4=2.89)
Rayleigh
(a) kph=2.022 (x/Lp=1.27)
























Step bottom: case12   (μ4=3.12)
Slope bottom: case13 (μ4=3.10)
Rayleigh
(b) kph=2.022 (x/Lp=7.69)
























Step bottom: case12   (μ4=3.11)
Slope bottom: case13 (μ4=3.19)
Rayleigh
(c) kph=1.618 (x/Lp=9.62)
























Step bottom: case12   (μ4=3.21)
Slope bottom: case13 (μ4=3.20)
Rayleigh
(d) kph=1.334 (x/Lp=10.90)
























Step bottom: case12   (μ4=3.26)
Slope bottom: case13 (μ4=3.24)
Rayleigh
(e) kph=1.092 (x/Lp=12.18)
























Step bottom: case12   (μ4=3.40)

























Step bottom: case12 (kph>1.363)
Step bottom: case12 (kph<1.363)
Step bottom: case12 (on the step)
Slope bottom: case13 (kph>1.363)
Slope bottom: case13 (kph<1.363)
(a) skewness





















Step bottom: case12 (kph>1.363)
Step bottom: case12 (kph<1.363)
Step bottom: case12 (on the step)
Slope bottom: case13 (kph>1.363)
Slope bottom: case13 (kph<1.363)
Mori and Janssen (2006)
(b) kurtosis


































































































































































































w1w2 w3 w4 w5 w6 w7 w8 w9w10 w11 - w19




(a) ステップ地形 (造波水深：0.50 m)
35.0m











(b) 2勾配斜面地形 (造波水深：0.50 m)
図–4.25 計算対象とした海底地形断面 (w9地点：造波板からの距離が 15.9 m，水深が 0.37 m
の地点)






最も顕著な kurtosisの発達が確認された地点 (図-4.25の赤色の波高計設置位置である w9地点：
x/Lp=10.27)で計測された水面波形 (以下では，計測波形と表記する)の 2種類とした．これら 2
種類の水面波形を構成する成分波諸元をブシネスクモデルの入力波とし，造波波形に対しては水
深が 0.5 mの造波機位置 (x/Lp=0.0)から，計測波形に対してはこの波形を断面実験で計測した
水深が 0.37 mのw9地点 (x/Lp=10.26)からそれぞれ与えた．
計算領域は各入射波浪に対してそれぞれ図-4.26 および図-4.27のように設定し，沖側境界に
長さ 1.0Lp に相当するエネルギー吸収層を，岸側境界に長さ 5.5 mの消波工 (新光ナイロン製ヘ
チマロン) を想定した透水層 (平山，2006)を設定した．計算格子幅は 0.05 m，計算時間間隔は
0.001 sとし，データ解析のサンプリング周波数は 20 Hzとした．これらの条件に対して得られる








(w17地点)と法肩部から沖側へ 0.5 m，1.0 m，2.0 m，2.5 m，3.0 m離れた斜面上における 6地
点 (w11∼w16地点)，岸側へ 0.5 m，1.0 m，2.0 m，2.6 m，3.0 m離れた水深 0.2 mの一定水深
海域における 5地点 (w18∼w22地点)に，直立壁のみで構成される防波堤を設置することを想定














波高を ηrms で無次元化した最高波高 (H∗max)e を算出する．算出された最高波高 (H∗max)e を第 2




















数値計算において，防波堤の設置位置 (w11∼w22地点)での 50波列に対する最高波高を ηrmsで
無次元化した最高波高 (H∗max)cを算出する．算出された最高波高 (H∗max)cを用い，式 (4.30)に示
すように，造波波形を入力した数値計算で得られる最高波高に対する前面波圧強度 (p∗1)Hmaxc を算
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Simulated data (input signal)
Simulated data (measurement signal)
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Simulated data (input signal)
Simulated data (measurement signal)
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図–4.28 ブシネスクモデルによる skewnessおよび kurtosisの空間変化
○，□および△は，それぞれ実験結果や造波波形および計測波形に対する計算結果を表している．
これらの図より，ステップ地形についてみると，造波波形に対する計算結果では，kph＞ 1.363




表現しているためである．kphが 1.363を下回ると (x/Lp＞ 10.76)，skewnessは，浅水効果によ
り一旦増大し，最終的に水深 0.2 mの一様水深海域 (x/Lp ＞ 13.78)において波群の扁平化によ
り減少するが，この過程において計算結果は実験結果の 1/5以下に留まる．また，kurtosisにつ
いてみると，ブシネスクモデルでは O(，μ2)よりも高次な非線形干渉が考慮されていないため，
造波波形を用いた計算結果の kurtosisは，実験で確認された 4波準共鳴相互作用 (O(3))による





されないことに加え，2次 (skewness)および 3次 (kurtosis)の非線形性に関連する時間スケール
がO(T：周期変動)およびO(T 2)であるため，方程式を満たす空間スケールが異なることによる
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(a) ステップ地形
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Mori and Kobayashi (1998)
Ochi and Wang (1984)
(b) 2勾配斜面地形




図-4.29にステップ地形および 2勾配斜面地形における skewnessと kurtosisの関係について，
実験結果と計算結果を比較した結果を示す．また，色なし記号および色あり記号はそれぞれ，kph
＞ 1.363および kph＜ 1.363に対応するデータである．これらの図より，造波波形だけでなく計
測波形に対する計算結果では，実験で計測された kphに応じた 2次および 3次の非線形干渉によ
る skewnessと kurtosisの振る舞いが大きく異なる．このように，O(，μ2)までの非線形干渉を
考慮したブシネスクモデルでは，断面実験において確認されたような深海域における kurtosisの







まず，kph＞ 1.363となる海域における計算結果と実験結果の skewnessの差異に対し，式 (4.24)
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より導出された Benjamin-Feir Index (BFI)と kurtosisの関係を用いた補正方法など，今後の更
なる発展が必要である．
最後に，式 (4.34)および式 (4.35)で与えられる kph＞ 1.363となる深い海域における skewness
と kurtosisの補正結果を用い，kph＜ 1.363となる浅い海域における kurtosis μ
′
4を浅海域におけ



































Simulated data (without correction)
Simulated data (with correction)
Gaussian




























Simulated data (without correction)
Simulated data (with correction)
Gaussian


































表現している．x/Lp=10.90から x/Lp=13.46にかけて，μ4の 3.18から 3.30までの増大に対して
Hmax/ηrms=8.0における p(Hmax/ηrms)がおよそ 0.15から 0.2となる．また，図-4.32に示すよ
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Simulated data (without correction) (μcal4 =2.90)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.18)
Rayleigh distribution
(a) kph=1.334 (x/Lp=10.90)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.87)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.19)
Rayleigh distribution
(b) kph=1.213 (x/Lp=11.54)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.88)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.20)
Rayleigh distribution
(c) kph=1.092 (x/Lp=12.18)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.86)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.22)
Rayleigh distribution
(d) kph=1.011 (x/Lp=12.50)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.81)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.25)
Rayleigh distribution
(e) kph=0.890 (x/Lp=13.14)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.81)
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Simulated data (without correction) (μcal4 =2.90)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.18)
Rayleigh distribution
(a) kph=1.334 (x/Lp=10.90)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.87)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.19)
Rayleigh distribution
(b) kph=1.213 (x/Lp=11.54)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.88)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.20)
Rayleigh distribution
(c) kph=1.092 (x/Lp=12.18)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.86)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.22)
Rayleigh distribution
(d) kph=1.011 (x/Lp=12.50)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.81)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.25)
Rayleigh distribution
(e) kph=0.890 (x/Lp=13.14)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.81)





















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.89)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.16)
Rayleigh distribution
(a) kph=1.334 (x/Lp=10.90)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.88)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.15)
Rayleigh distribution
(b) kph=1.213 (x/Lp=11.54)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.85)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.16)
Rayleigh distribution
(c) kph=1.092 (x/Lp=12.18)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.84)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.18)
Rayleigh distribution
(d) kph=1.011 (x/Lp=12.50)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.80)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.23)
Rayleigh distribution
(e) kph=0.890 (x/Lp=13.14)
















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.80)
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Simulated data (without correction) (μcal4 =2.89)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.16)
Rayleigh distribution
(a) kph=1.334 (x/Lp=10.90)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.88)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.15)
Rayleigh distribution
(b) kph=1.213 (x/Lp=11.54)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.85)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.16)
Rayleigh distribution
(c) kph=1.092 (x/Lp=12.18)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.84)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.18)
Rayleigh distribution
(d) kph=1.011 (x/Lp=12.50)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.80)
Simulated data (with correction) (μ′4=3.23)
Rayleigh distribution
(e) kph=0.890 (x/Lp=13.14)



















Simulated data (without correction) (μcal4 =2.80)












図-4.36に 4.4.1節で述べた 4種類の方法により算定された防波堤に作用する前面波圧強度 p∗1を
比較した結果を示す．図中の赤©付き実線や青 ∗付き一点破線，黒付き破線，緑縦実線はそれ



















前面波圧強度の分布のピークに相当する前面波圧強度 (p∗1)Hmaxe は 60.0∼62.0 kN/m3であり，現
行の設計法で得られる前面波圧強度よりも大きな前面波圧強度が発生する確率が高い．一方，数
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(a) 法肩部から沖側への距離：3.0 m (w11地点)




































(b) 法肩部から沖側への距離：2.5 m (w12地点)




































(c) 法肩部から沖側への距離：2.0 m (w13地点)




































(d) 法肩部から沖側への距離：1.5 m (w14地点)




































(e) 法肩部から沖側への距離：1.0 m (w15地点)




































(f) 法肩部から沖側への距離：0.5 m (w16地点)
図–4.35 防波堤に作用する前面波圧強度の確率密度分布：斜面法肩部 (w11∼w16地点)
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(b) 法肩部から岸側への距離：0.5 m (w18地点)




































(c) 法肩部から岸側への距離：1.0 m (w19地点)




































(d) 法肩部から岸側への距離：2.0 m (w20地点)




































(e) 法肩部から岸側への距離：2.6 m (w21地点)




































(f) 法肩部から岸側への距離：3.0 m (w22地点)
図–4.36 防波堤に作用する前面波圧強度の確率密度分布：浅海一様水深部 (w17∼w22地点)



































(1) kph＞ 1.363の海域では，3次の非線形干渉により kurtosisが増大し，その変化に依存して
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